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交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）
（単位：千円）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）
（単位：千円）

総事業費に係る
事務費

（単位：千円）

合計 3,229,645 3,229,645 3,229,645 0

1 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受ける生活者に対して、自治体マイ
ナポイントを付与することにより、広く消費を下支えする
ことが可能になるため。

○ 自治体マイナポイントによる生活者支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

①食料品の物価高騰に対
する特別加算

④消費下支え等を通じた生
活者支援

1,407,787 1,407,787 1,407,787 0 226,457

①物価高騰の影響を受ける生活者に対して、自治体マイナポイントを付与
することにより、食料品の物価高騰に対する支援も含めて広く消費を下支
えする。
②自治体マイナポイント原資、キャッシュレス決済サービス手数料、公金受
取口座への振込手数料、委託料
③自治体マイナポイント原資：5千円×205,450人、3千円×51,360人
　 キャッシュレス決済サービス手数料等：56,820千円
　　（送金手数料等25,680件分）
　 公金受取口座への振込手数料：5,228千円（25,680件分）
　 委託料
　　・案内・振込通知：48,503千円
　　・キャッシュレス決済申請システム対応：35,281千円
　　・申請サポート窓口：30,000千円
　　・コールセンター：50,625千円
④マイナンバーカードを保有する市民

－ － － ○ ○ R8.3 議決 R8.4 R8.6 R8.9
給付件（者）数　256,810人
マイナンバーカード保有率　1.5％増

明記予定（HP・広報誌・事業チラシ） ホームページ、広報誌等 電子クーポン R8当初（地）

2 R7_補正 推奨事業 ○ ○

物価高騰の影響を受ける生活者に対して、ポイント還元
を行うことにより、広く消費を下支えすることが可能にな
るとともに、消費を喚起することにより、地域経済の活性
化にもつながるため。

○ キャッシュレス決済を活用した地域経済活性化事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

①食料品の物価高騰に対
する特別加算

④消費下支え等を通じた生
活者支援

1,323,200 1,323,200 1,323,200 0 117,900

①市内の対象店舗において、二次元コードによるキャッシュレス決済の利
用者に対し、最大で利用額の20％のポイント還元を行うことで、地域経済
の活性化を図るとともに、食料品も含めて物価高騰等に直面する生活者を
支援する。
②キャッシュレス決済利用者に対するキャッシュレスポイント還元費用、事
業事務費、委託料
③還元ポイント原資：1,205,300千円
　 事務費：80,600千円
　 広報業務委託：37,300千円
④市内事業者、市内においてキャッシュレス決済で消費を行う者

－ － － ○ ○ R8.3 議決 R8.4 R8.8 R9.3 消費喚起額　60億円 明記予定（HP) ホームページ
キャッシュレスポイント還

元事業
R8当初（地）

3 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受ける生活者に対して、省エネ性能
の高い家電の購入を支援することにより、家庭における
電気料金の負担軽減につながるため。

○ 省エネ家電購入支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑤省エネ家電等への買い
換え促進による生活者支

援
88,504 88,504 88,504 0 8,504

①原油価格・物価高騰の影響を受ける市民を支援するため、省エネ性能
の高い家電の購入を支援し、家庭における省エネルギーを促進するととも
に、電気料金の負担軽減を目指す。
②補助金、需用費、役務費
③補助金：40千円×1,700件
　　　　　　　20千円×　600件＝80,000千円
　 需用費：157千円
　 役務費：1,070千円
　 委託料：7,277千円
④対象家電10万円以上を市内店舗で購入した市民

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.6 R9.3
補助件数　2,300件
補助金額　80,000千円

明記予定（HP) ホームページ 省エネ家電買い替え等 R8当初（地）

4 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受ける生活者に対して、高騰する防
犯対策機器等の購入を支援することにより、地域の防
犯力強化に係る費用負担の軽減につながるため。

○ 地域防犯活動支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

④消費下支え等を通じた生
活者支援

25,240 25,240 25,240 0 0

①物価高騰の影響を受けた、地域で防犯活動に取組む団体に対して、自
主的で積極的な活動に係る費用負担について支援し、地域の防犯力強化
を図る。
②防犯灯・防犯カメラの設置費補助、防犯活動・青パト活動に必要な物品
の支給
③防犯灯設置補助　　　　 1,955千円
　防犯カメラ設置補助　　 20,935千円
　防犯活動物品支給 　　　2,320千円
　青パト活動物品支給　　　　 30千円
④地域で防犯活動に取組む団体

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3
市内における刑法犯認知件数の令和7年
（3,183件）比減

明記済み（HP) ホームページ 防犯対策 R8当初（地）

5 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受ける生活者に対して、高騰する防
犯対策機器等の購入を支援することにより、地域の防
犯力強化に係る費用負担の軽減につながるため。

○ 特殊詐欺被害防止対策事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

④消費下支え等を通じた生
活者支援

4,000 4,000 4,000 0 0

①物価高騰の影響を受けた生活者に対して、防犯機能付き電話機等の購
入に係る費用負担について支援し、特殊詐欺被害の防止を図る。
②防犯機能付き電話機等の購入費補助
③＠10千円×400台＝4,000千円
④65歳以上の市民

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 補助件数　400台以上 明記済み（HP) ホームページ 防犯対策 R8当初（地）

6 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を色濃く受ける低所得世帯に対して、
高騰するエアコンの購入を支援することにより、家計の
負担軽減につながるため。

○ 低所得世帯エアコン購入費等助成事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

②物価高騰に伴う低所得
者世帯・高齢者世帯支援

19,345 19,345 19,345 0 8,395

①価格高騰の影響を強く受ける低所得世帯を対象に、特に夏季の熱中症
による健康被害を予防することを目的に、エアコン購入費及び設置費を助
成する。
②補助金、需用費、役務費、報酬、職員手当
③補助金：73千円×150世帯＝10,950千円
　 需用費：300千円
　 役務費：104千円
　 報酬、職員手当：7,991千円
　　（報酬は本事業に従事する会計年度任用職員に対するもの。
　　　職員手当は本事業にかかる時間外勤務手当。）
④自宅に使用できるエアコンが1台もない、令和8年度住民税が非課税又
は均等割のみ課税（生活保護受給世帯を除く）の市民

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R8.12
補助件数　150件
補助金額　10,950千円

明記予定（HP・事業チラシ） ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

7 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受ける事業者に対して、生産性向上
と賃上げを行う市内事業者を支援することにより、働き
やすい職場環境の整備や人材確保につながるため。

○ 賃上げ・業務改善応援奨励金
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑥中小企業・小規模事業
者の賃上げ環境整備

45,000 45,000 45,000 0 0

①物価高騰や人手不足への対策として、生産性向上と賃上げを行う事業
者を支援することで、働きやすい職場環境の整備と人材確保を促進する。
②業務改善助成金の支給決定額の1/6を補助
③申請件数180件、1件当たりの平均交付額250千円
④市内に事業所を有する中小企業等

－ － － － R8.3 議決 R8.6 R8.8 R9.3
補助件数
180件

明記予定（HP・広報誌・事業チラシ） ホームページ、広報誌等
中小企業・小規模事業
者の賃上げ環境整備

一定額以上の賃上げに
向けた取組み支援

R8当初（地）

8 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受ける農業者に対して、支援金を交
付することにより、資材価格等の高騰による農業経営
への影響の緩和につながるため。

○ 農業者物価高騰対策支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑧農林水産業における物
価高騰対策支援

59,884 59,884 59,884 0 2,684

①物価高騰の影響を受ける農業者に対して、支援金を交付することによ
り、資材価格等の高騰による農業経営への影響の緩和を図る。
②補助金、役務費、委託料
③補助金：
　　・令和8年4月1日時点の認定農業者
　　　150名×200千円＝30,000千円
　　・令和8年4月1日時点の認定新規就農者
　　　  11名×200千円＝　2,200千円
　　・販売農家（令和7年分の農業販売金額が500千円以上である者）
　　　500名×  50千円＝25,000千円
　 役務費：191千円
　 委託料：2,493千円
④令和8年4月1日時点の認定農業者
　 令和8年4月1日時点の認定新規就農者
　 販売農家（令和7年分の農業販売金額が50万円以上である者）

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.6 R8.9

補助件数
認定農業者　　　 150名
認定新規就農者　11名
販売農家　　　　　500名

明記予定（HP・広報誌） ホームページ 農林水産・食品分野 農業経営 R8当初（地）

9 R7_補正 推奨事業 ○ ○

物価高騰の影響を受ける事業者に対して、エネルギー
価格の高騰分を支援することにより、円滑な施設運営を
維持するとともに、市民への福祉サービスの継続、サー
ビスの質の維持につながるため。

○ 高齢者施設等事業継続支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支援

41,826 41,826 41,826 0 255

①原油価格・物価高騰等により、負担が増大している市内の高齢者施設
や事業所を支援することで、利用者が安心してサービスを受けられる環境
を維持する。
②電気・ガス・燃料費等の経費の一部を補助
③施設系サービス
　　（令和7年4月1日以降に新規指定を受けた事業所は、
　　　指定月以降の月数分）
　　・定員19人以下：31千円×76か所＝2,356千円
　　・定員20人以上39人以下：52千円×147か所＝7,644千円
　　・定員40人以上59人以下：76千円×32か所＝2,432千円
　　・定員60人以上79人以下：89千円×9か所＝801千円
　　・定員80人以上99人以下：230千円×17か所＝3,910千円
　　・定員100人以上：286千円×20か所＝5,720千円
　 短期入所サービス：52千円×53か所＝2,756千円
　 通所系サービス：38千円×242事業所＝9,196千円
　 訪問系サービス：12千円×563事業所＝6,756千円
　 郵便料　110円×1,159か所×2回＝255千円
④市内の高齢者施設及び事業所

－ － － － R8.3 議決 R8.5 R8.6 R8.7

補助件数
施設系　　　　　301施設
短期入所　　 53事業所
通所系　　　242事業所
訪問系　　　563事業所

明記予定（HP) ホームページ
介護サービス事業所・施

設等
R8当初（地）

10 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受ける事業者に対して、エネルギー
価格の高騰分を支援することにより、利用者が安心して
サービスを受けられる環境の維持につながるため。

○ 障がい者施設等事業継続支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支援

10,772 10,772 10,772 0 147

①原油価格・物価高騰等により、負担が増大している市内の障がい者施
設や事業所を支援することで、利用者が安心してサービスを受けられる環
境を維持する。
②令和7年4月から令和8年3月までの間の電気・ガス・燃料費等の経費の
一部を補助（令和7年4月1日以降に新規指定を受けた事業所は、指定月
以降の月数分）
③施設系サービス（障がい者支援施設以外）
　　・定員9人以下：10千円×34か所＝340千円
　　・定員10人以上19人以下：19千円×24か所＝456千円
　　・定員20人以上29人以下：28千円×13か所＝364千円
　　・定員30人以上：88千円×4か所＝352千円
　 施設系サービス（障がい者支援施設）
　　・定員30人以上：148千円×5か所＝740千円
　 短期入所サービス：18千円×31か所＝558千円
　 通所系サービス：17千円×393か所＝6,681千円
　 訪問系サービス：7千円×162か所＝1,134千円
　 郵便料　110円×666か所×2回＝147千円
④市内の障がい者施設及び事業所

－ － － － R8.3 議決 R8.5 R8.6 R8.7

補助件数
施設系　　　  80か所
短期入所　　 31か所
通所系　　　393か所
訪問系　　　162か所

明記予定（HP) ホームページ
障害福祉サービス事業

所・施設等
R8当初（地）

11 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受ける事業者に対して、エネルギー
価格の高騰分を支援することにより、経営の悪化を防ぐ
とともに、円滑な保育運営の継続につながるため。

○ 認可保育施設光熱費高騰対策支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支援

10,506 10,506 10,506 0 0

①物価高騰等により、電気・ガス料金の負担が増大している市内の私立認
可保育施設を支援することで、円滑な保育運営を継続する。
②令和7年4月から令和8年3月までの間の電気・ガス料金の経費の一部を
補助
③（定員19人以下：102千円）×31施設＝3,162千円
　 （定員20人以上59人以下：136千円）×4施設＝544千円
　 （定員60人以上：170千円）×40施設＝6,800千円
④私立認可保育施設

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R8.6 実施私立認可保育施設　75施設 明記予定（HP) ホームページ
保育所・幼稚園・認定こ

ども園等
R8当初（地）

12 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受ける事業者に対して、エネルギー
価格の高騰分を支援することにより、経営の悪化を防ぐ
とともに、円滑な施設運営の継続につながるため。

○ 母子生活支援施設光熱費高騰対策支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に
対する物価高騰対策支援

384 384 384 0 0

①物価高騰等の中で母子生活支援施設を継続的に運営していくため、電
気・ガス料金に係る高騰分を支援する。
②令和7年4月から令和8年3月までの間の電気・ガス料金の経費の一部を
補助
③（9.6千円×20世帯）×2施設 ＝ 384千円
④母子生活支援施設

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R8.5 実施母子生活支援施設　2施設 明記予定（HP) ホームページ
保育所・幼稚園・認定こ

ども園等
R8当初（地）

13 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受ける事業者に対して、エネルギー
価格の高騰分を支援することにより、市民の移動手段
の確保につながるため。

○ バス路線維持補助事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑩地域公共交通・物流や
地域観光業等に対する支

援
98,816 98,816 98,816 0 0

①原油価格・物価高騰等に直面する地域公共交通事業者（市内路線バス
事業者）を支援することで、バス路線を維持し、市民の移動手段を確保す
る。
②物価高騰等の影響を受けた経常費用への補助
③市内路線バス事業者1社×98,816千円＝98,816千円
④市内路線バス事業者

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3 市内のバス路線維持　10路線 明記予定（HP) ホームページ
運輸交通・物流・観光事

業者
R8当初（地）

14 R7_補正 推奨事業 ○ ○
物価高騰の影響を受ける事業者に対して、エネルギー
価格の高騰分を支援することにより、市民の移動手段
の確保につながるため。

○ コミュニティバス事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑩地域公共交通・物流や
地域観光業等に対する支

援
34,865 34,865 34,865 0 0

①原油価格・物価高騰等に直面する地域公共交通事業者（コミュニティバ
ス事業者）を支援することで、コミュニティバスを維持し、市民の移動手段を
確保する。
②物価高騰等の影響を受けた経常費用への補助
③コミュニティバス事業者2社（30,497千円＋4,368千円＝34,865千円）
④コミュニティバス事業者

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3
コミュニティバスの維持
コミュニティバス　20地区
デマンド型乗合タクシー　1地区

明記予定（HP) ホームページ
運輸交通・物流・観光事

業者
R8当初（地）

15 R7_補正 推奨事業 ○ ○

物価高騰の影響を受ける事業者に対して、エネルギー
価格の高騰分を支援することにより、円滑な施設運営を
維持するとともに、市民へのサービスの継続、サービス
の質の維持につながるため。

○ 指定管理施設運営支援
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑪推奨事業メニュー例より
も更に効果があると判断す

る地方単独事業

原油価格・物価高騰等の影響を受け施設の管理運営
状況が厳しくなっている中、光熱費の補助による指定管
理者の円滑な施設運営を維持することで、市民への
サービスの継続、サービスの質の維持を支えていくこと
ができる。

21,834 21,834 21,834 0 0

①原油の価格の高騰等に伴う光熱費の上昇により、公の施設の管理の業
務に支障が生じた指定管理者を支援する。
②令和7年4月から令和8年3月までの間の電気・ガス・灯油代の経費の一
部を補助
③岐阜市三田洞神仏温泉ほか3件：906千円
　 岐阜市ドリームシアター岐阜ほか3件：1,385千円
　 岐阜市生涯学習／女性センター：2,926千円
　 岐阜市リフレ芥見ほか1件：4,617千円
　 岐阜市勤労会館：53千円
　 岐阜市文化産業交流センターほか4件：9,404千円
　 岐阜駅東自転車駐車場ほか1件：116千円
　 岐阜市駅西駐車場および岐阜シティ・タワー43地下駐車場：2,427千円
④指定管理者

－ － － － R8.3 議決 R8.6 R8.7 R8.8 補助件数　20指定管理者 明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

16 R7_補正 推奨事業 ○ ○
直接住民の用に供する施設のエネルギー価格の高騰
分を支援し、従来通りの教育環境を維持することによ
り、子育て世帯への支援につながるため。

○ 教育施設光熱費高騰分対応支援
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑪推奨事業メニュー例より
も更に効果があると判断す

る地方単独事業

本事業は、直接住民の用に供する施設における事業に
該当するものである。
エネルギー・食品等の物価高騰の影響を受け生活が厳
しくなっている中、従来通りの教育環境を維持すること
で現在から将来における子育て世帯を支えていくことが
できる。

37,682 37,682 37,682 0 0

①電気料金の高騰による影響を受け、事業費が増大している教育施設光
熱費に対し、電気料金の高騰分への支援に交付金を活用する。
②学校施設等の電気料金の高騰分を補助
③R8当初予算(393,142千円)－R4当初予算(317,722千円)のうち、37,682千
円に交付金を充当
④小中義務教育学校

－ － － － R8.3 議決 R8.4 R8.4 R9.3
実施施設数
小中義務教育学校67校

明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

（単位：千円）

※推奨事業メニュー①について、
②～④にも関連する場合は、N～P列に追加で選択してください。

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判断
する地方単独事業」を選択した場合の、より効果が
あると考える理由

総事業費
（単位：千円）

Ｂ C

予算化の
方法

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事業
者の賃上げ環境整備」
における細分化項目

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

自治体での予
算区分

実施状況の公表等について
(HP、広報誌など）

備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各省
庁の通知の発出状況に
定義されている対象分

野)

備考２商品券等活用事
業が事務連絡等
の留意事項を踏
まえた制度設計
となっているか
（具体的な対応
を検討中の場合

も含む）

予算化時期 事業始期
支援開始
時期

事業終期 成果目標（可能な限り定量的指標を設定）基金
商品券等活
用事業

物価高騰対策と整理する根拠・理由

臨時の措置
であること
が分かる事
業名称とし
ている

交付対象事業の名称 経済対策等との関係

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メニュー
国の重点支援地方交付金が活用されている

旨の明記
Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

枠

地

方

単

独

事

業

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

令和8年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　活用事業

※参考
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付

金等


